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件数が高い期間が 2 つある（図序－１）。一つは、80 年代後半から 90 年代前半にかけて、
もう一つは、2010 年代半ばから直近の 2018 年にかけてである。最も件数が高いのは 1991
































































































































































































「東京一極集中」の意味は必ずしも同義ではない。1991 年と 2015 年の主な見出しから 5 つ
任意に選択してみると（表序－１）、前者では第四次全国総合開発計画や行政の首都機能移
転に関する政策議論が中心である。他方、後者においては 2 月 6 日の「東京圏『転入超過』
11 万人 一極集中改善せず 19 年連続」や 3 月 3 日の「人口自然減 初の 25 万人 65 歳
以上、14 歳以下の倍に 総人口 4 年連続減」に見られるように東京圏への人口の集中と全
国的な人口減少に関連する記事を確認できる。件数をみても「東京一極集中」に関する記事









日付 見出し 日付 見出し 
2 月 7 日 日経連が地方活性化策を提言 
大学の地方移転など 
2 月 6 日 東京圏「転入超過」１１万人 
一極集中改善せず １９年連続 
5 月 10 日 東北・上越新幹線 
遠距離客、乗れなくなる？ 
５月東京開業で通勤・通学客激増 
3 月 3 日 人口自然減 初の２５万人 
６５歳以上、１４歳以下の倍に 
総人口４年連続減   
5 月 26 日 四全総の見直し提言 
豊かさ、一極集中が阻害／行革審部会
の中間報告案 
4 月 26 日 地方への移住後押し 
官民合同会議発足へ ５月下旬 
7 月 24 日 首都機能移転の検討を明記／国土庁・
首都圏整備計画 
6 月 19 日 地方移転の企業 減税 
関連２法成立 東京集中の是正促す 
12 月 18 日 東京一極集中是正で協議会を発足／
労働省・国土庁 



























設置する学部の入学定員の規模等に応じて、1.05 倍未満から 1.15 倍未満の範囲で定め」（文
部科学省 2015a）られた（引用中の下表は表序－２）。2019 開設年度からは、収容定員 4,000






大学規模（収容定員） 4,000 人以上 
4,000 人未満 
































表序－３ 地方大学の振興及び若者雇用等に関する有識者会議 議題一覧 
 
月日 議題 
1 2 月 6 日 (1) 地方大学の振興及び若者雇用等に関する現状と論点について意見交換 
(2) 今後の進め方 
2 2 月 16 日 (1) ヒアリング 
(2) 主な論点に関する自由討議 
3 3 月 2 日 (1) ヒアリング 
(2) 主な論点に関する自由討議 
4 4 月 3 日 (1) 産官学連携を中心とした大学改革の取組事例 
(2) 論点整理 
5 4 月 18 日 (1) 行政と大学の連携で地域イノベーションに取り組む事例 
(2) 検討の方向（案） 
6 5 月 11 日 (1) 地方創生に資する大学改革に向けた中間報告（案） 
(2) 今後の進め方 
7 7 月 26 日 (1) 地方創生に資する産官学連携の取組構想について 
(2) 地方大学と東京圏の大学の学生の対流・還流について 
(3) 専門職大学について 
8 8 月 7 日 (1) 若者雇用の創出について 
(2) 大学のガバナンス改革の取組について 
9 8 月 23 日 (1) 地方創生に資する大学の取組について 
(2) 東京における大学の新増設の抑制について 
10 9 月 19 日 (1) 地方大学等と連携したベンチャー創出について 
(2) 地方大学の振興について 
(3) 地方における若者の雇用機会の創出について 
11 10 月 5 日 (1) 東京における大学の新増設の抑制について 
(2) 道府県における大学・産業等の分析（見える化） 
12 10 月 30 日 (1) 大学経営等に関するヒアリングについて 
(2) 最終報告に向けた論点の検討について 
13 11 月 21 日 (1) 最終報告（素案）について 
(2) その他 








の新増設は 2028 年までの 10 年間原則認められないこととなった。さらに上述した設置認
可に関する規制に加え、私立大学等経常費補助金の交付基準の変更を通してより厳格化さ





 収容定員 4,000 人未満 収容定員 4,000～8,000 人 収容定員 8,000 人以上 
2015 年度まで 
1.30 倍以上 
1.30 倍以上 1.20 倍以上 
2016 年度 1.27 倍以上 1.17 倍以上 
2017 年度 1.24 倍以上 1.14 倍以上 

















































































































































































































































































































































家族を含む職業関連の移動が 37.4％、その他が 3.7％となっている。女性では、134 名のう














 移動の定点観測 社会変動と地域 移動の意思決定 









































身地への進学・就職を主体的に選択するケースもある（冨江 1997、吉川 2001、上原 
2014）。 
（３）進学移動を含む進路選択のプロセスにおいて、移動先あるいは、U ターン先となる地
















































































































として、全国的な動向を整理した 14。結果をみると、全体で U ターン者は 12.1％、大卒者
















































8.2% 9.3% 11.8% 4.3%
7.7% 6.5% 4.8% 6.9%
19.0%



































































































図１－４ 福島県の進学移動先（2018年）  図１－５ 島根県の進学移動先（2018年） 

















































 大学の収容力は、大学進学機会に関する研究として分厚い蓄積がある（潮木 1985、浦田 
































都道府県 大学収容力 都道府県 大学収容力 都道府県 大学収容力
東京都 144.4 群馬県 35.7 岐阜県 23.2
京都府 139.2 山口県 35.3 鹿児島県 22.5
大阪府 64.9 熊本県 34.5 香川県 22.2
神奈川県 61.1 高知県 31.3 岩手県 21.6
石川県 59.3 愛媛県 31.0 佐賀県 21.0
愛知県 58.1 福井県 30.8 宮崎県 20.9
福岡県 56.1 大分県 29.0 三重県 18.9
宮城県 55.4 新潟県 28.8 長野県 18.7
兵庫県 51.8 鳥取県 28.5 和歌山県 17.6
山梨県 51.3 長崎県 28.2 福島県 17.3
広島県 50.7 青森県 26.9
岡山県 50.4 山形県 26.6
滋賀県 49.9 島根県 26.4
千葉県 49.2 栃木県 26.1
埼玉県 47.4 茨城県 25.9
北海道 41.4 沖縄県 25.3
徳島県 38.8 富山県 24.2
















































































出身地 先行友人がいた 同時移動友人がいた いずれかがいた 合計（n） 
東北 5 県 10.2% 53.4% 55.5% 100.0%（667） 
宮城県 17.9% 53.7% 58.2% 100.0%（134） 
東京圏 14.7% 35.7% 39.9% 100.0%（143） 























東北 5 県 東北 5 県 2.3% 4.5% 8.0% 2.3% 85.2% 100.0%（88） 
東北 5 県 東京圏 2.5% 15.4% 29.2% 5.5% 52.6% 100.0%（325） 
宮城県 東北 5 県 4.5% 4.5% 9.1% 0.0% 81.8% 100.0%（22） 
宮城県 東京圏 2.4% 6.1% 26.8% 7.3% 62.2% 100.0%（82） 
東京圏 その他の地域 5.7% 4.6% 9.2% 1.1% 83.9% 100.0%（87） 


























 先生も親に勧めてくれたが、「とても…」ということで（高校には）行けなかった。中学 2 年
の時、1 年上のバレー部の先輩（集団就職の一期生）が A 社に来ていて、「いいところだ」と手
紙をくれた。そのときから決めていて、進学組には入らなかった。自分の結婚式で勝山に来た妹
が、会社を見て気に入って A 社に入った。 







































































































































































結果を見ると、80 年代後半から 2000 年代前半まで県内比率は減少したものの 2010 年代




















































































































































































































1981 年の 39.1％である。このような時系列データを確認する限り、一部の先行研究（阿部 
2013）が指摘するような「地元志向」の傾向が強まっているとも言えそうだが、直近の 2018
年における県内比率（35.8％）は実は 70 年代～80 年代前半とそれほど変わらない。 
次に都道府県別に見た場合、どのような傾向があるのだろうか。図２－２では任意の三時




業者等は含まない点に留意する必要があるものの、18 歳人口の約 8 割は出身県を離れてい
た。 
ただし、そのような傾向は 1997 年、そして 2017 年では大きく変化した。2017 年に全国
的な県内比率は 36.7％であり、福岡を除く九州諸県の県内比率（平均）は 37.7％と全国水準
よりも若干高くなった。最も低いのは大分県の 33.7％であり、最も高いのは熊本県の 41.9％































































































































最も就職・進学者が多かったのは、1971 年で 30 万人弱であった。このなかで注目したい
のは、地方出身者の就職・進学者の比率が多い点である。就職者は 7 万 7 千人、進学者 7 万
8 千人と、首都圏出身者の就職・進学者数とほぼ同等である。首都圏における 18 歳人口は
















































































































































































































































就職者の割合は 6.0％であり、地方出身の就職者の割合は 4.4％と 1971 年と比較して大きく











まず、全国的な傾向を図２－５に示す。60 年代後半から 70 年代前半にかけて、団塊世代
の就職者数は多く、1968 年には計 94 万 2 千人であった。そのうち、県内の就職者数は 67
万 5 千人（70.5％）、そして県外就職者数は、27 万 8 千人（29.5％）であった。しかし、90
年代前半から、大学等進学率が徐々に上昇したことや 18 歳人口が減少したため、就職者数
は減少した。そのような中で、県内比率は、県外就職者が減少することで、1990 年代中頃


































札幌市への人口集中こそ 2010 年代に生じた新たな現象と理解する方が適切のように読める。 
 次に、岩手県では「近年、北上川流域を中心に自動車や半導体関連産業などの産業集積




















者の 23.9％を占めていた。ところが、特に 90 年代以降は東京の割合は減少し続け、2000
年には、7.2％まで減少した。一方、県内就職の割合は、最も少なかった 1971 年の 23.9％































北海道 東京 神奈川 その他




















岩手 宮城 埼玉 千葉 東京 神奈川 その他




















東京 愛知 大阪 兵庫









































業について図２－10 に示す。データがある範囲で、1968 年の就業者数は 51 万 6 千人と最










も、データがある範囲で、1968 年の就業者数は 57 万人と最も多い。そのうち県内の就職者






































が 80 年代に福島（図２－13）においては、90 年代前半に全国的な傾向に近づいていく。第
３次産業は、島根（図２－10）以外では、全国的な傾向より少し高い。 
 このように全国ではなく、都道府県ごとに、産業別の就職移動に注目すると、データのあ










































































































































































































































































































































































































































































































10.9% 9.3% 7.2% 6.0% 5.1% 4.9% 4.2% 4.0%
33.6% 33.2% 33.5% 31.8% 29.8% 26.4% 25.2% 25.0%

















































































































































































































































る。また都県別では、東京都は約 5.6 万人少ない。このことは、23 区外の学生数が「首都圏
大学立地データ」では約 2.5 万人多いことを考えれば整合的である。つまり「学校基本調査」







東京都 埼玉県 千葉県 神奈川県 
 
２３区 ２３区外 
学校基本調査（a） 606,861 465,053 135,820 105,721 88,706 166,400 
首都圏大学立地データ（b） 550,495 389,068 161,427 84,998 76,759 153,847 











 まず、23 区の二時点の変化について分析結果を示す。学生数は、293,579 人（2000 年）か
ら 389,068 人（2016 年）と 32.5％増加した。具体的にどの区が増加したのかを確認すると
（図３－１）、増加数が多い順に、文京区（19,722 人、95.7％増）、渋谷区（16,054 人、107.6％
増）、世田谷区（13,426 人、26.9％増）、豊島区（10,920 人、49.2％増）など 23 区でも西の地
域で大きく学生数が増加した。また、2000 年時点では大学（キャンパス）が立地していな
い地域に大学（キャンパス）が新設された区も確認でき（江東区、目黒区、北区、足立区、




































































































微増であり、神奈川県（25,612 人、18.6％増）において、東京都の 23 区ほどではないが、
やや多く増加した。 










 一方で、減少した地域も確認できる。熊谷市（-3,091 人、0.56％減）、朝霞市（-4,098 人、
64.8％減）、我孫子市（-1,736 人、29.6％減）、厚木市（-3,647 人、24.3％減）など、各県でも












































































2000 年（a） 2016 年（b） 増加率 




1 跡見学園女子大学 新座市 661 新座市 970 146.7% 
2 十文字学園女子大学 新座市 325 新座市 970 298.5% 




4 川村学園女子大学 我孫子市 600 我孫子市 400 66.7% 




6 大妻女子大学 千代田区 1,200 千代田区 1,430 119.2% 
7 学習院女子大学 新宿区 340 新宿区 355 104.4% 
8 共立女子大学 千代田区 920 千代田区 1,125 122.3% 
9 駒沢女子大学 稲城市 375 稲城市 530 141.3% 
10 実践女子大学 日野市 682 日野市 920 134.9% 
11 昭和女子大学 世田谷区 672 世田谷区 1,167 173.7% 
12 白百合女子大学 調布市 400 調布市 475 118.8% 
13 聖心女子大学 渋谷区 450 渋谷区 465 103.3% 
14 清泉女子大学 品川区 360 品川区 390 108.3% 
15 東京女子体育大学 国立市 300 国立市 340 113.3% 
16 東京女子大学 杉並区 898 杉並区 890 99.1% 
17 東京女子医科大学 新宿区 180 新宿区 200 111.1% 
18 日本女子体育大学 世田谷区 555 世田谷区 457 82.3% 





20 鎌倉女子大学 鎌倉市 230 鎌倉市 500 217.4% 
21 相模女子大学 相模原市 400 相模原市 885 221.3% 
22 女子美術大学 相模原市 400 杉並区 590 147.5% 













大学の学生数は 2000 年時点の 2,660 から 2016 年時点の 1,4327 人に 2000 年ベースで 538.6％
増加しており、前項の地域別の分析で明らかにした事例よりも、かなり高い。 










2000 年（a）  2016 年（b） 増加率 
大学名 市区郡 定員  大学名 市区郡 定員 （b/a） 
文京女子大学 入間郡 635 → 文京学院大学 文京区 1,175 185.0% 
杉野女子大学 品川区 100 → 杉野服飾大学 品川区 960 960.0% 
東京純心女子大学 八王子市 200 → 東京純心大学 八王子市 480 240.0% 
文化女子大学 渋谷区 660 → 文化学園大学 渋谷区 3,680 557.6% 
武蔵野女子大学 保谷市 1,065 → 武蔵野大学 西東京市 8,032 754.2% 














































































































 前節で確認したように 2000 年代工場等制限法の廃止によって、東京の大学収容力（東京







規制緩和が実質化した 1975 年から大学収容力は減少し、2000 年まで 100 を下回ってい
た。すなわち、東京都における 18 歳人口全てを東京都のみでは収容できないことを意味す








度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差 














N 最小値 最大値 平均値 標準偏差 N 最小値 最大値 平均値 標準偏差
北海道 45 8.28 25.91 12.11 4.69 45 8.40 23.59 12.72 4.30
青森 45 11.03 42.92 20.94 9.80 45 11.41 31.55 17.64 5.50
岩手 45 10.69 46.59 20.66 10.61 45 11.61 32.73 18.27 6.35
宮城 45 10.52 26.15 14.61 4.16 45 9.51 17.99 12.66 2.10
秋田 45 12.31 46.28 22.42 10.33 45 13.23 40.35 21.66 7.90
山形 45 14.69 51.05 23.57 10.40 45 13.29 42.28 20.70 7.21
福島 45 18.74 52.27 28.78 10.74 45 21.43 45.34 28.81 7.80
茨城 45 26.30 56.90 36.64 9.78 45 29.32 51.46 36.70 6.82
栃木 45 21.43 58.36 32.58 11.39 45 28.67 56.59 37.20 9.61
群馬 45 24.76 59.22 34.24 11.31 45 25.23 58.90 35.11 10.64
埼玉 45 38.86 74.70 50.77 10.27 45 44.15 72.17 54.23 9.12
千葉 45 33.19 64.12 43.78 9.45 45 39.60 65.38 49.42 7.87
東京 45 55.90 78.62 63.68 6.90 45 57.70 85.54 68.30 9.18
神奈川 45 41.16 68.05 50.09 8.38 45 49.35 70.35 56.14 7.15
新潟 45 19.71 59.78 30.73 12.51 45 20.87 54.91 29.84 10.25
富山 45 12.08 35.15 18.94 7.12 45 12.49 30.27 17.55 5.31
石川 45 8.94 29.63 15.38 6.76 45 7.47 27.53 13.65 5.96
福井 45 5.72 21.63 11.29 4.59 45 6.18 21.29 11.10 4.60
山梨 45 29.18 61.32 38.82 10.74 45 32.18 56.26 39.64 7.07
長野 45 20.84 55.29 32.46 11.56 45 25.18 57.05 34.54 10.44
岐阜 45 6.09 19.87 10.82 4.48 45 4.70 13.42 7.93 2.57
静岡 45 17.37 47.93 26.70 10.73 45 21.05 50.11 29.18 9.69
愛知 45 5.67 13.98 8.70 2.96 45 4.34 10.46 6.74 2.07
三重 45 6.25 21.80 11.16 5.13 45 4.76 14.31 8.17 3.22
滋賀 45 1.95 8.25 4.41 2.05 45 1.47 6.08 2.75 1.23
京都 45 2.90 8.15 4.75 1.58 45 1.70 5.08 2.67 0.76
大阪 45 2.63 5.44 3.79 0.81 45 2.06 4.26 2.85 0.53
兵庫 45 3.65 10.33 5.80 2.22 45 2.17 5.74 3.51 1.07
奈良 45 3.68 7.92 4.96 1.00 45 1.05 4.49 2.15 0.56
和歌山 45 3.97 16.87 8.45 3.71 45 3.69 11.76 6.16 2.06
鳥取 45 7.47 26.38 14.62 5.93 45 5.93 23.10 12.39 5.47
島根 45 6.42 26.28 12.89 6.30 45 5.45 19.51 10.28 4.35
岡山 45 5.89 20.58 10.20 4.71 45 4.42 15.23 7.69 3.14
広島 45 6.17 21.51 11.09 4.96 45 5.17 15.77 8.65 3.58
山口 45 6.92 23.15 12.63 5.55 45 5.73 21.85 11.20 4.82
徳島 45 5.97 24.78 10.96 5.91 45 3.58 18.23 8.74 4.18
香川 45 7.33 23.11 12.45 4.82 45 6.50 23.20 11.85 5.24
愛媛 45 6.48 19.56 10.44 3.53 45 5.55 17.94 8.90 3.69
高知 45 8.67 31.64 17.51 7.26 45 9.21 23.02 14.13 4.47
福岡 45 5.93 14.45 8.76 2.89 45 5.26 14.48 8.16 3.15
佐賀 45 7.79 23.06 11.84 4.41 45 4.58 20.44 9.26 4.17
長崎 45 7.45 23.69 11.65 4.82 45 5.37 21.32 9.78 5.00
熊本 45 6.93 21.61 11.18 4.67 45 5.22 18.21 9.47 4.28
大分 45 6.95 25.21 12.73 5.46 45 6.85 23.73 12.11 5.46
宮崎 45 8.97 27.94 14.20 5.54 45 8.30 26.10 13.41 5.61
鹿児島 45 8.53 27.53 14.39 5.93 45 7.43 29.87 13.92 6.81






















各 N は 24 
2000-2018 
各 N は 19 
 男子 女子  男子 女子 
北海道 .537** .409* 北海道 .786** .726** 
青森 － No 青森 － No 
岩手 － － 岩手 － － 
宮城 － － 宮城 － No 
秋田 － － 秋田 － － 
山形 － No 山形 － No 
福島 － No 福島 － － 
茨城 .697** .917** 茨城 .897** .943** 
栃木 .835** No 栃木 .745** No 
群馬 － － 群馬 No － 
埼玉 .689** .878** 埼玉 .936** .940** 
千葉 .814** .922** 千葉 .926** .929** 
東京 .941** .925** 東京 .964** .929** 
神奈川 .609** .576** 神奈川 .891** .533* 
静岡 No No 静岡 .467* No 
奈良 No No 奈良 .521* .591** 















































ある発展」を目指した政策（田中 1972）、第三次全国総合開発計画（国土庁 1977 など）。ま
た、大学教育の機会という点についても工場等制限法、高等教育計画によって、大都市圏の





















































 図４－１で、都道府県の進学移動距離を時系列で示す。ここでは、1975 年、1981 年、1991
年、2001 年、2011 年の 5 時点について進学移動距離を示した 34。 
図４－１から、鳥取以西の進学移動距離が年代ごとに減少している傾向にあることが確
認できる。一方、南関東や近畿など東京、大阪を中心とした大都市圏の地域では、進学移動
















1 鹿児島 -127.14 ● 11 香川 -81.75 ● 
2 熊本 -116.12 ● 12 山口 -81.32 ● 
3 佐賀 -115.04 ● 13 秋田 -76.51  
4 島根 -113.06 ● 14 青森 -73.49  
5 大分 -108.03 ● 15 徳島 -70.90 ● 
6 福岡 -104.44 ● 16 鳥取 -64.82 ● 
7 宮崎 -97.48 ● 17 岡山 -59.71 ● 
8 長崎 -94.15 ● 18 愛媛 -52.61 ● 
9 高知 -87.90 ● 19 岩手 -52.33  











分（2011 年-1975 年）と、進学移動距離の差分（2011 年-1975 年）を散布図にしてその分布































































































































































































































東京 大阪 福岡 熊本 鹿児島 その他

















東京 京都 大阪 兵庫 鳥取 島根
岡山 広島 山口 福岡 その他

















群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川
石川 山梨 長野 愛知 その他

















宮城 山形 福島 茨城

















































































































































































































東京就職者数を、その世代の 18 歳人口（3 年前の中卒者数）で除した値を用いる。進学ス
トック同様、予想される符号は正である。これを「就職ストック」とする 39。 










-.513 *** -.420 ** -.465 ** -.183 .033
-.359 * -.381 * -.346 * -.390 * -.098
.433 ** .396 ** .331 * .320 * .320 *
.540 *** .369 * .282 + .269 + .244
-.437 ** -.397 ** -.402 ** -.397 ** -.307 *
-.412 ** -.403 ** -.378 * -.357 * -.291 +
-.357 * -.358 * -.306 * -.302 * -.255
-.330 * -.341 * -.282 + -.266 + -.240
-.319 * -.112 .041 .140 .133
-.274 + -.069 .086 .204 .156
-.472 ** -.499 ** -.535 ** -.482 ** -.474 **
-.441 ** -.444 ** -.505 ** -.510 ** -.487 **
.891 ** .927 ** .937 ** .951 ** .978 **
.908 ** .930 ** .962 ** .963 ** .980 **
.786 ** .687 ** .432 ** .336 * .205

































+p< .10、* p < .05、** p < .01、***p < .001 
出典：文部科学省「学校基本調査」（各年度）、内閣府「県民経済計算」（各年度）、国土交通省国土地理院「都道府県庁





旧帝ダミー .382 * -.818 ***
.296 + -.773 ***
大学収容力 .577 *** -.600 *** .712 ***
.546 *** -.517 *** .649 ***
地域経済 .868 *** -.341 * .494 ** .553 ***
.758 *** -.351 * .190 .369 *
距離 -.266 + -.318 * .012 -.058 -.434 **
-.571 *** -.289 + .012 -.108 -.590 ***
進学ストック .084 .387 * -.298 + -.314 * -.030 -.580 ***
.166 .308 * -.216 -.209 .257 + -.552 ***
就職者ストック -.676 *** .164 -.210 -.315 * -.536 *** -.150 .552 ***







- - - -
- - - -
- - - -
- - - - -
- - - - - -
- - - - - -
進学率 県外進学率 旧帝ダミー 大学収容力 地域経済 距離
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 大学収容力は、大学の質とも相関をもっており、かつ地域経済との相関も 1975 年（.553）、
2011 年（.369）とそれなりに高い。そして、進学ストック、就職ストックともに負であるこ
とから、比較的豊かな県は東京へ人材を送らずに、地元に留める傾向にあると推察できる。





















































進学率 .207 -.089 .246 .045 -.302 -.191 .452 + -.160 .640 ** .160 *
1.540 -.657 1.470 .310 -1.405 1.171 1.824 -.616 2.943 .608
県外進学率 .281 * .085 .308 * .077 .318 + -.047 .099 -.058 .020 -.121
-2.656 .832 2.370 .641 1.995 -.340 .581 -.384 .121 -.743
収容力 -.122 -.168 -.075 -.191 -.001 -..262 + -.438 * -.304 -.573 * -.446 *
-.980 -1.577 -.505 -1.527 -.007 -1.734 -2.036 -1.639 -2.659 -2.190
距離 -.389 *** -.439 *** -.628 *** -.630 *** -.515 **
-4.005 -.4.312 -5.465 -3.998 -2.793
就職ストック .842 *** .601 *** .820 *** .633 *** .211 .275 + .501 * .208 .409 * .264
7.308 5.252 5.453 4.814 1.107 1.909 -2.036 1.118 2.382 1.589
F値 25.798 32.017 14.947 21.214 4.833 12.776 3.901 12.856 3.803 5.148
Adj. R
2 .703 .787 .570 .706 .267 .584 .216 .459 .211 .331
モデル２ モデル１ モデル２ モデル１ モデル２
1975 1981 1991 2001 2011
モデル１ モデル２ モデル１ モデル２ モデル１
進学率 .167 -.029 ** .012 -.208 -.171 -.269 + -.260 -.341 + .479 + -.011
1.321 -.210 .075 -1.362 -.877 -1.727 -1.123 -1.839 1.853 -.043
県外進学率 .328 ** .182 .420 ** .210 .343 + -.016 .329 + -.040 .140 -.137
2.789 1.486 2.826 1.461 1.951 -.104 1.888 -.250 .779 -.793
収容力 -.079 -.119 .040 -.039 -.017 -.241 .042 -.161 -.472 + -.363
-.591 -.951 .234 -.259 -.085 -1.486 .189 -.882 -1.850 -1.625
距離 -.308 * -.424 ** -.621 *** -.628 *** -.610 **
-2.663 -3.495 -4.881 - -4.790 -3.683
就職ストック .717 *** .591 *** .572 *** .431 ** .223 .189 .135 .130 .316 + .205
6.400 5.171 4.152 3.379 1.206 1.287 .721 .875 1.748 1.286
F値 19.942 19.930 11.194 14.043 3.724 9.532 3.177 8.597 2.248 5.106
Adj. R
2 .643 .693 .493 .608 .206 .504 .172 .475 .106 .328
モデル３ モデル４ モデル３ モデル４モデル３ モデル４ モデル３ モデル４ モデル３ モデル４








































































































































































大学 短大 専門 
A 4 62.7% 37.3% 3.24 54.4% 23.5% 7.9% 23.0% 43.6% 1.7% 0.4% 
B 5 51.0% 49.0% 2.55 75.9% 54.0% 3.4% 18.5% 22.4% 1.0% 0.6% 
C 5 56.1% 43.9% 2.69 64.5% 48.0% 4.1% 12.4% 34.2% 4.0% 0.8% 
D 8 59.0% 41.0% 3.10 62.2% 38.7% 5.3% 18.2% 36.1% 1.5% 0.2% 
E 5 59.0% 41.0% 2.70 53.8% 40.8% 3.0% 10.0% 44.4% 0.8% 1.0% 
全体／ 
平均 
5.4 57.3% 42.7% 2.84 62.9% 41.7% 4.7% 16.5% 35.6% 1.1% 0.6% 
















の 6 つの選択肢を設定した。これら A．「高校三年時の進路希望地」と、B．「20 代時の就職
希望地域」をクロスさせて分類を行った。 
まず、大学進学希望者（n=1,897）は、四つの類型に整理できた（図５－１）。 






























































































































とてもそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない 全くそう思わない
80 
 



































































































































































変数名 説明 予想符号 
学力   
 中３時の学力（１～５）。５がより高くなるよう変換。 ＋ 





20 代子ども 「20 代で子どもをもちたい」について、１～５の５段階。５がより肯定的になるよう変換。 － 










































































学力 1.494 *** 1.414 *** 1.253 ** 1.212 * 1.248 * 1.054 **
扶養規範 0.977 0.957 0.949 0.949 0.946 0.920
20代子ども 1.101 1.098 1.090 1.007 0.988 0.992
父 0.788 0.768 0.767 0.562 0.68 0.531
母 0.617 0.671 0.667 0.651 + 0.541 0.702
教師 0.611 * 0.601 * 0.633 * 0.821 0.807 0.877
大学収容力 1.035 1.024 1.166 *** 0.703 ***
ホワイトカラー 0.746 *** 0.788 ** 0.719 *** 1.168 ***
上位校(Ref.中位校) 2.007 *** 1.363
下位校(Ref.中位校) 1.341 0.419 *
定数 0.672 136.36 *** 61.542 ** 2.843 * 587.729 *** 1620.667 ***
Nagelkerke R
2 0.069 0.097 0.117 0.018 0.057 0.075
n 982 982 982 785 785 785










































とてもそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない 全くそう思わない
学力 1.020 0.978 1.253 + 1.058 1.058 0.979
扶養規範 0.965 0.945 0.949 0.954 0.962 0.954
20代子ども 0.916 0.910 1.090 0.834 * 0.828 * 0.828 *
父 0.603 0.600 0.767 0.971 0.956 0.929
母 0.472 + 0.533 0.667 0.563 + 0.585 + 0.569 +
教師 0.351 *** 0.348 *** 0.633 ** 0.608 0.633 0.659
大学収容力 0.811 1.024 1.003 1.009 ***
ホワイトカラー 1.047 0.788 0.9 0.879 ***
上位校(Ref.中位校) 2.007 ** 1.249
下位校(Ref.中位校) 1.341 0.724
定数 3.206 * 129.791 ** 61.542 * 5.046 * 36.165 * 66.819 *
Nagelkerke R
2 0.052 0.066 0.094 0.031 0.040 0.043
n 426 426 426 413 413 413
モデル12
男子 女子







































































































































































































































いう第二の仮説は、進学者においては、女子の UJ ターンにのみ「20 代で子どもをもちたい」
学力 1.437 *** 1.441 *** 1.298 * 0.911 0.902 0.949
扶養規範 0.764 *** 0.766 *** 0.783 ** 1.186 1.181 1.143
20代子ども 1.118 1.119 1.109 0.744 ** 0.751 ** 0.781 **
父 0.602 + 0.607 + 0.697 0.415 0.421 0.422
母 0.905 0.939 0.998 0.386 * 0.386 * 0.391 *
教師 2.492 *** 2.470 *** 2.869 *** 1.318 1.249 1.129
完全失業率 0.924 1.032 1.329 1.251 ***
上中位校ダミー 1.825 ** 0.987
定数 0.123 *** 0.207 * 0.063 *** 0.682 0.161 * 0.144
Nagelkerke R2 0.085 0.087 0.089 0.031 0.040 0.068
n 1,064 1,064 1,064 512 512 512
男子 女子

























































































































































































宮城 福島 栃木 埼玉 千葉 東京 神奈川 その他
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大分類  小分類  予想符号 
学力 


































































県外（特に首都圏）に高くなる傾向にある。Schwarzweller et al.（1971）や Hareven（1978）
高校成績 -0.015
父高等教育 0.112 *** -0.029
母高等教育 0.127 *** -0.042 + 0.293 ***
父首都圏 0.104 *** -0.020 0.698 *** 0.195 ***
母福島 0.040 + -0.010 0.075 * 0.618 *** -0.043 +
母首都圏 0.100 *** -0.046 + 0.255 *** 0.526 *** 0.311 *** -0.200 ***
親戚 0.035 0.009 0.082 *** 0.060 + 0.108 *** 0.015 0.077 **
兄姉 0.020 0.001 0.105 *** 0.041 + 0.150 *** -0.021 0.092 *** 0.031
距離 -0.282 *** 0.068 * -0.081 ** -0.053 * -0.121 *** 0.040 + -0.126 *** -0.055 * -0.060 *
中学成績 高校成績 父高等教育 母高等教育 父首都圏 母首都圏 親戚 兄姉
-
-
































合計 県内 県外 宮城 周辺 首都圏 その他 
学校基本調査（2016） 7,668 18.9% 81.1% 12.0% 14.1% 46.0% 8.9% 100.0% 
全体 1,754 21.6% 78.4% 10.3% 19.4% 41.1% 7.6% 100.0% 
性別 
男子 967 24.4% 75.6% 10.3% 19.0% 39.3% 7.0% 100.0% 
女子 787 18.1% 81.9% 10.2% 20.0% 43.4% 8.3% 100.0% 
中学 
成績 
1 603 28.7% 71.3% 9.6% 17.9% 39.0% 4.8% 100.0% 
2 597 21.3% 78.7% 7.7% 22.6% 39.2% 9.2% 100.0% 
3 554 12.3% 87.7% 14.3% 18.8% 46.6% 8.1% 100.0% 
高校 
成績 
1 548 19.0% 81.0% 6.6% 21.0% 44.9% 8.6% 100.0% 
2 621 18.2% 81.8% 10.8% 22.1% 42.5% 6.4% 100.0% 
3 585 25.8% 74.2% 13.7% 16.2% 37.1% 7.2% 100.0% 
学歴 
両親高卒 826 24.6% 75.4% 10.2% 19.5% 38.5% 7.3% 100.0% 
どちらか高等卒 579 20.0% 80.0% 10.9% 21.2% 39.9% 7.9% 100.0% 


















福島 174 23.6% 76.4% 9.2% 26.4% 31.0% 9.8% 100.0% 
宮城 66 24.2% 75.8% 19.7% 16.7% 34.8% 4.5% 100.0% 
首都圏 367 13.4% 86.6% 10.1% 13.6% 55.6% 7.4% 100.0% 
上記以外 1,160 23.2% 76.8% 10.1% 20.8% 38.8% 7.2% 100.0% 
母 
福島 371 21.8% 78.2% 10.5% 20.8% 39.1% 7.8% 100.0% 
宮城 52 23.1% 76.9% 15.4% 25.0% 34.6% 1.9% 100.0% 
首都圏 290 12.8% 87.2% 7.6% 19.7% 54.1% 5.9% 100.0% 






あり 1,119 18.8% 81.2% 10.3% 18.9% 45.4% 6.7% 100.0% 
なし 635 24.9% 75.1% 10.7% 21.4% 34.5% 8.5% 100.0% 
兄
姉 
あり 398 14.8% 85.2% 10.1% 13.1% 55.0% 7.0% 100.0% 
なし 1,356 22.8% 77.2% 10.5% 21.8% 37.5% 7.4% 100.0% 
距離 
地域 1 396 16.9% 83.1% 7.3% 18.9% 48.2% 8.6% 100.0% 
地域 2 322 11.8% 88.2% 10.2% 16.1% 53.1% 8.7% 100.0% 
地域 3 540 26.3% 73.7% 11.1% 21.7% 34.8% 6.1% 100.0% 
地域 4 314 18.5% 81.5% 9.2% 23.2% 41.1% 8.0% 100.0% 






























 モデル 1 の独立変数を含まない Null モデルの結果をみると、首都圏進学について、学校

































が 1 校存在したため 26 校を対象とした。まず女子のモデルについて、Null モデルは男子と
は異なり、学校間での違いが見られなかった（切片の分散は.008、級内相関 ICC は 3.1％）。 




Coef. S.E. Coef. S.E. Coef. S.E. Coef. S.E. Coef. S.E.
切片 0.383 *** 0.027 0.383 *** 0.028 0.393 *** 0.022 0.197 0.133 0.106 0.125
中学成績 -0.003 0.018 -0.003 0.018 -0.003 0.018 -0.003 0.018
高校成績 -0.047 *** 0.015 -0.047 *** 0.015 -0.047 *** 0.014 -0.047 *** 0.014
父高等教育卒 0.042 0.100 0.042 0.100 0.042 0.100 0.042 0.100
母高等教育卒 -0.005 0.095 -0.005 0.095 -0.005 0.095 -0.005 0.095
父福島 -0.171 + 0.101 -0.171 + 0.101 -0.171 + 0.100 -0.171 + 0.100
父宮城 -0.032 0.121 -0.032 0.121 -0.032 0.121 -0.032 0.121
父首都圏 0.013 0.101 0.013 0.101 0.013 0.100 0.013 0.100
母福島 -0.171 0.101 0.009 0.096 0.009 0.095 0.009 0.095
母宮城 -0.153 0.124 -0.153 0.124 -0.153 0.123 -0.153 0.124
母首都圏 0.049 0.096 0.049 0.096 0.049 0.096 0.049 0.096
親戚 0.083 * 0.032 0.083 * 0.032 0.083 * 0.032 0.083 0.032
兄姉 0.087 * 0.038 0.087 * 0.038 0.087 * 0.038 0.087 ** 0.038
距離 -0.003 * 0.001 -0.001 0.001 0.000 0.001
親戚 0.035 0.205 0.100 0.189
兄姉 0.794 *** 0.217 0.677 *** 0.200
父首都圏 0.435 * 0.182
切片の分散 + +





0.009 0.009 0.004 0.002 0.000
-2log likelihood 1349.3 1310.6 1304.1 1291.4
27
n 967 967 967 967 967




















Coef. S.E. Coef. S.E. Coef. S.E. Coef. S.E.
切片 0.413 *** 0.031 0.411 *** 0.032 0.435 *** 0.019 0.158 0.131
中学成績 0.011 0.023 0.011 0.023 0.011 0.023
高校成績 -0.010 0.018 -0.010 0.018 -0.010 0.018
父高等教育卒 0.015 0.130 0.015 0.131 0.015 0.130
母高等教育卒 0.100 0.161 0.100 0.161 0.100 0.160
父福島 -0.071 0.139 -0.071 0.139 -0.071 0.139
父宮城 -0.136 0.142 -0.136 0.142 -0.136 0.141
父首都圏 0.113 0.131 0.113 0.131 0.113 0.130
母福島 -0.055 0.162 -0.055 0.162 -0.055 0.161
母宮城 -0.013 0.177 -0.013 0.177 -0.013 0.176
母首都圏 0.017 0.161 0.017 0.161 0.017 0.160
親戚 0.081 * 0.038 0.081 * 0.038 0.081 * 0.038
兄姉 0.179 *** 0.041 0.179 *** 0.041 0.179 *** 0.041
距離 -0.004 ** 0.001 -0.004 ** 0.001
親戚 0.168 0.197
兄姉 0.691 *** 0.248
切片の分散
学校レベル
モデル１ モデル２ モデル３ モデル４
個人レベル
-2log likelihood 1120.3 1063.9 1052.7 1041.8
ランダム効果
0.008 0.008 0.001 0.001
学校数 26 26 26 26
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や集団就職に関する研究（苅谷ほか編 2000、山口 2016、中澤 2018）、移住に関する研究















































































































































3 2013 年から 2014 年にかけて日本創成会議座長である増田寛也が日本の人口減少につい
て問題提起した３つの文書の総称と言われている（嶋田 2016）。なかでも 2014 年 5 月に
報告した「成長を続ける 21 世紀のために『ストップ少子化・地方元気戦略』」においては
「若年女性人口が 2040 年に 5 割以上減少する市町村は 896（全体の 49.8％）に達」（日本
創成会議・人口減少問題検討分科会 2014a、p.14）すると試算されたデータ（日本創成会
議・人口減少問題検討分科会 2014b）とともに報告されている。なお、同会議は 2019 年






た。両データベースの重複を避けるため後者の対象期間を 1990 年 1 月 1 日から 2018 年




















8 小泉（2015）によれば、1990 年、2000 年、2010 年の三時点で東京都心部（東京駅 10km





























調査時期：2016 年 1 月 14 日～1 月 25 日 
調査方法：インターネットモニター調査 
http://www.works-i.com/pdf/160523_JPSED2016data.pdf （2018 年 5 月 9 日閲覧）。 
本調査で用いるサンプル：11,810（男性で対象年齢を 25 歳～54 歳。在学者、調査項目に
おいて海外の居住歴をもつ者、説明変数に欠損がある者を除く。また所得に関する変数は




14 移動類型は、15 歳時の居住地（都道府県以下同じ）、20 歳時の居住地、現在の居住地の
三時点を使用し作成した。それぞれの定義は以下の通り。 
地元定着：三時点とも同地域であったケース。 












15 地図の作成にあたっては、Mandara10 を使用した。 
16 例えば、西野（吉田）（1994）は、山梨県における地域の都市化・産業化と地域エリー
トの関係を記述するなかで、近代化をもたらした要因として 1903 年の中央線の開通によ





17 使用したデータは、弘前大学人文学部附属雇用政策研究センタ （ーEPRC）が 2010 年に













の専修学校（専門課程）の進学率は 14.6％であり、その後も 15％程度で推移している。 
21 このように全国的な傾向を参酌して策定される各自治体の教育振興基本計画は、教育
基本法の第 3 章教育行政（教育振興基本計画）に則っている。 
 





















25 規制地域となったのは、東京都特別区、武蔵野市、三鷹市の一部（北野 1 丁目から 4 丁
目まで、新川 1 丁目、中原 1 丁目、2 丁目及び 4 丁目並びに大沢 2 丁目から 6 丁目までの


































（http://www.gsi.go.jp/KOKUJYOHO/kenchokan.html：2018 年 9 月 24 日閲覧）。最大距離は、



















40 VIF が３以上のものは次の通りである。男子は、進学率（モデル２）の 1975 年（3.622）、
2001 年（5.036）、2011 年（4.361）。また、女子は、2011 年のモデル３で進学率（3.145）、
収容力（3.065）、モデル４で進学率（4.254）、収容力（3.120）であった。これら以外は、
すべて 3 を下回った。 
41 時点ごとにおける距離の効果がどのように影響したのかを検証するため、1975 年を基
準として各時点ダミー（各時点を 1、その他を 0 とした）と距離の交互作用項を用いる
モデルについても検討した（男女別、N=215）。結果、男女では 1991 年、2001 年、また
男子では 1981、2011 年でも有意さが認められ、1991 年時点の効果が大きいことが示さ
れた。 
42 調査前年 2014 年の「学校基本調査」によると、大学進学率（自県の大学進学者数／自
県３年前の中３時の生徒数）は、37.7%で 47 都道府県のうち下位から 8 番目であり、大
学収容力（自県大学への入学者／自県３年前の中３時の生徒数）は、15.7 で下位から 2 番
目である。このような教育の機会がそれほど豊かではないという背景から、地方を代表す
るケースとして福島県を扱う。 

















出所 調査年／月 対象地域 サンプリング 
冨江（1997） 1995／9 滋賀県北部 3 校の 2 年生・サンプル計 502 
苅谷ほか（2007） 2006／12 地方と都市部 12 校・サンプル計 3,767 
工藤（2010） 2001／6 福井県福井市 3 校・3 年生・サンプル計 408 
中村（2011） 2005／不明 関西圏 A 県 
進路多様校 5 校（追跡パネル） 
サンプル計 1,395（入学時） 
出典：筆者作成 
47 中 3 時の学力を 5 件法の選択肢から、1 がより主観的な学力が高く、5 がより主観的な
学力が低くなるように設定した。 
48 「特になし」においても５％水準で有意差がみられた（F（3，823）= 2.717）。 



























57 距離の算出は「地理院地図」にある GIS マップを用いた。地域の分類は福島県の生活圏
にあたる区分を用い、相双を除き、いわき、県北、県中、県南、会津の 5 地域に分けた。 
58 中学成績は、1～3 を 1 つにまとめ三段階にリコードした。高校成績は 1～2、4～5 をそ
れぞれ一つにまとめ三段階にリコードした。クロス表分析も同様の処理を行っている。 
59 なお、移動経験は、多重回答があったため合計値は 1,754 にならない。地域は 1～5 で
注 57 の 5 つの地域を示す。 
60 2015 年の「学校基本調査」のデータにおいても、福島県における女子の県外進学比率
（83.3％）は、男子（78.6％）に比べ高い。 
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北海道                   青森県 
岩手県                   宮城県  






























北海道 東京 神奈川 その他






























岩手 宮城 埼玉 千葉 東京 神奈川 その他






























青森 宮城 埼玉 東京 神奈川 その他


































秋田県                    山形県 
福島県                   茨城県  






























宮城 秋田 埼玉 千葉 東京 神奈川 その他






























宮城 山形 東京 神奈川 その他






























福島 茨城 埼玉 千葉 東京 神奈川 その他


































栃木県                   群馬県 
埼玉県                  千葉県  






























栃木 群馬 埼玉 東京 神奈川 その他






























群馬 埼玉 東京 神奈川 その他

































































          東京都                   神奈川県 
新潟県                     富山県 




























































































東京 神奈川 新潟 その他


































石川県                    福井県 
山梨県                    長野県 
  






























東京 石川 愛知 大阪 その他






























東京 福井 愛知 京都 大阪 その他






























東京 神奈川 山梨 その他


































岐阜県                   静岡県 
愛知県                   三重県  






























東京 岐阜 愛知 大阪 その他






























東京 神奈川 静岡 愛知 その他

































































滋賀県                    京都府 
大阪府                    兵庫県 
  






























東京 愛知 滋賀 京都 大阪 その他






























京都 大阪 兵庫 その他

































































          奈良県                   和歌山県 
鳥取県                   島根県 
  






























滋賀 京都 大阪 奈良 その他






























東京 愛知 大阪 和歌山 その他






























東京 京都 大阪 兵庫 鳥取 島根 広島 その他






























東京 愛知 京都 大阪 兵庫




岡山県                   広島県 
 
山口県                    徳島県 
  






























東京 大阪 兵庫 岡山 広島 その他






























東京 大阪 広島 その他






























東京 愛知 大阪 兵庫 広島 山口 福岡 その他


































香川県                   愛媛県 
高知県                   福岡県 
  






























東京 大阪 兵庫 香川 愛媛 その他






























東京 愛知 大阪 兵庫 広島 香川 愛媛 その他






























東京 神奈川 愛知 大阪 兵庫
香川 愛媛 高知 その他


































 佐賀県                   長崎県 
 熊本県                   大分県  






























東京 神奈川 愛知 大阪 兵庫
福岡 佐賀 長崎 その他






























東京 神奈川 愛知 大阪 兵庫 福岡 長崎 その他






























東京 神奈川 愛知 大阪 兵庫 福岡 熊本 その他




















































































東京 神奈川 愛知 大阪 兵庫 福岡 鹿児島 その他






























東京 神奈川 愛知 大阪 兵庫
福岡 宮崎 鹿児島 その他






























埼玉 東京 神奈川 岐阜 愛知


















北海道                     青森県 
 
岩手県                     宮城県  

























北海道 東京 神奈川 その他

























北海道 青森 岩手 宮城 埼玉
千葉 東京 神奈川 その他

























北海道 青森 岩手 宮城 埼玉 東京 神奈川 その他





























秋田県                     山形県 
福島県                    茨城県  

























北海道 青森 岩手 宮城 秋田 埼玉 東京 神奈川 新潟 その他

























宮城 山形 福島 埼玉 千葉
東京 神奈川 新潟 その他

























宮城 山形 福島 茨城 栃木 埼玉
千葉 東京 神奈川 新潟 その他





























栃木県                    群馬県 
埼玉県                  千葉県  

























栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川 その他

























群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川 その他

























埼玉 千葉 東京 神奈川 その他





























          東京都                   神奈川県 
新潟県                     富山県 

























埼玉 千葉 東京 神奈川 その他



















































埼玉 千葉 東京 神奈川 新潟 その他

























東京 神奈川 新潟 富山 石川




石川県                    福井県 
山梨県                    長野県  

























東京 神奈川 富山 石川 愛知 京都 大阪 その他

























東京 神奈川 石川 福井 愛知 京都 大阪 兵庫 その他

























埼玉 千葉 東京 神奈川 山梨 その他

























群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川




岐阜県                   静岡県 
愛知県                   三重県  

























東京 神奈川 岐阜 愛知 京都 大阪 その他

























埼玉 千葉 東京 神奈川 静岡 愛知 京都 その他

























東京 岐阜 愛知 その他





























滋賀県                    京都府 
大阪府                    兵庫県 
  

























東京 愛知 滋賀 京都 大阪 兵庫 その他

























東京 滋賀 京都 大阪 兵庫 その他

























東京 京都 大阪 兵庫 奈良 その他





























          奈良県                   和歌山県 
鳥取県                   島根県  

























東京 滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 その他

























東京 愛知 京都 大阪 兵庫 和歌山 その他

























東京 神奈川 愛知 京都 大阪 兵庫
鳥取 島根 岡山 広島 その他

























東京 京都 大阪 兵庫 鳥取 島根




岡山県                   広島県 
山口県                    徳島県  

























東京 京都 大阪 兵庫 岡山 広島 香川 福岡 その他

























東京 京都 大阪 兵庫 岡山
広島 山口 福岡 その他

























東京 京都 大阪 兵庫 岡山 広島 山口 福岡 その他

























東京 愛知 京都 大阪 兵庫





  香川県                    愛媛県 
 高知県                      福岡県  

























東京 京都 大阪 兵庫 岡山 広島
徳島 香川 愛媛 福岡 その他

























東京 京都 大阪 兵庫 岡山
広島 愛媛 福岡 その他

























東京 神奈川 愛知 京都 大阪
兵庫 岡山 広島 徳島 香川
愛媛 高知 福岡 その他





























 佐賀県                   長崎県 
 熊本県                   大分県  

























東京 大阪 福岡 佐賀 長崎 熊本 その他

























東京 大阪 福岡 佐賀 長崎 熊本 その他























東京 神奈川 福岡 熊本 その他

























東京 京都 大阪 広島 山口


















































東京 大阪 福岡 熊本 大分 宮崎 鹿児島 その他

























東京 大阪 福岡 熊本 鹿児島 その他
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a. クラス   
   
   
 b. 性別   
         
c . きょうだいの有無（複数可） 
   
         
d. 文系・理系の別   
   
            
e. 通学時間  
（徒歩・自転車も含めて） 
      
     
            
Q1-2.  次にあげるものに高校時代に、所属している（所属していた）場合、あてはまるものがあれば、すべてに
○印をつけてください。          
   
a. 学校の部活動など 




   
      
      
Q1-3.  あなたの学力についてお聞きします。あなたの学力は、a.中学の時と、b.現在とでどのくらいでしたか。
それぞれについて、あてはまるもの 1 つに○印をつけてください。     
      
  
上位                       下位 
a. 中学卒業時の（あなたの中学校の中での）
成績について 14.5% 22.8% 34.8% 19.7% 8.2% 
b. 現在の高校での成績について 8.8% 22.8% 37.6% 20.9% 9.9% 
1(A)  2(B)  3(C)  4(D)  5(E)  6(E)   7(F)  8(G) 
57.3% 男  42.7% 女 
34.6% 兄  30.4% 姉  30.4% 弟  28.8% 妹  8.8% いない 
37.7% 理系 32.2% 文系 30.1% どちらでもない  
49.8% 30 分以内          38.0% 30 分～１時間以内  
10.9% １時間～１時間 30 分以内    1.3% １時間 30 分以上 
55.9% 運動部 34.2% 文化部 3.6% 生徒会活動  
12.8% 所属していない 
17.5% 塾・予備校・サテライト・家庭教師など  








                （この順に回答） 
 
 a. 中学の頃 
b. 高 1の 
4月頃 
c. 高 2の 
4月頃 
d. 高 3の 
4月頃 e. いま頃 
縦に◯は 1 つ 縦に◯は 1 つ 縦に◯は 1 つ 縦に◯は 1 つ 縦に◯は 1 つ 
大学に進学する 35.3 % 40.4% 41.6% 42.3% 41.7% 
短期大学に進学する 2.0% 3.0% 3.7% 4.3% 4.7% 
専門学校に進学する 13.1% 16.8% 18.0% 17.3% 16.5% 
就職する 20.7% 24.9% 29.9% 33.4% 35.5% 
その他（具体的に 
→         ） 0.7% 0.7% 1.2% 1.0% 1.1% 




◯印をつけ、その中でも一番影響を受けたもの 1 つに◯印をつけてください。 
 
 影響を受けたもの 一番受けたもの 
縦に◯はいくつでも 縦に○は 1 つ 
a. 父 26.1% 9.3% 
b. 母 34.6% 11.3% 
c. 兄 7.9% 2.3% 
d. 姉 6.9% 2.1% 
e. クラスの友達 16.1% 2.4% 
f. クラス以外の友達 10.1% 1.6% 
g. 担任の先生 21.9% 6.3% 
h. 担任以外の先生 13.3% 4.8% 
i. 先輩 18.2% 5.2% 
j. オープンキャンパス 32.9% 18.6% 
k. 進路希望先のパンフレット 27.2% 5.4% 
l. インターネット 24.5% 5.5% 
m. その他（         ） 10.9% 9.2% 







えてください。それ以外の進路の方は、こちら   に◯印つけて、Q4（次のページ）に進んでください。 
 








a. 自宅から通える範囲の県内 30.7% 25.4% 
b. 自宅からは通えないが県内 12.8% 7.8% 




e. 東京、埼玉、千葉、神奈川 42.1% 32.4% 
f. その他の地域 10.1% 5.3% 
g. 決めていない 1.5% 1.4% 
 








a. 自宅から通える範囲の県内 68.3% 68.8% 
b. 自宅からは通えないが県内 12.9% 4.8% 




e. 東京、埼玉、千葉、神奈川 16.5% 12.5% 
f. その他の地域 5.0% 2.7% 






Q4-1． 将来、あなたは、次の a～f のどの地域に働いていたいと考えていますか（進学を希望している人は、
卒業後の就職先）。20代、40代になった場合を思い浮かべて、それぞれ◯印を１つつけてください。 
 20代 40代 
縦に○は 1 つ 縦に○は 1 つ 
a. 自宅から通える範囲の県内 38.4% 38.9% 
b. 自宅からは通えないが県内 7.7% 9.1% 




e. 東京、埼玉、千葉、神奈川 24.2% 15.7% 
f. 決めていない・その他 23.4% 31.3% 
 
Q4-2． 先ほどの質問で、それぞれの地域を選択した理由はなぜですか。20 代、40 代それぞれについて a～l の
うち、あてはまるものすべてに○印をつけてください。 
 20代 40代 
縦に○はいくつでも 縦に○はいくつでも 
a. 芸術にふれた生活がしたいから 6.4% 5.2% 
b. 充実した休みを過ごせるから 20.2% 17.9% 
c. 自然や緑が豊かだから 11.7% 14.4% 
d. 生まれ育った場所だから 28.1% 29.7% 
e. 長男・長女だから 7.7% 7.6% 
f. 自分がつきたい仕事や職種が多くあるから 29.8% 20.4% 
g. 家族の近くにいたいから 13.3% 14.2% 
h. 親の意思で地元で生活するように言われたから 3.2% 1.8% 
i. 親との同居が経済的に楽だから 8.0% 2.8% 
j. 友達が多いから 10.8% 8.1% 
k. 決めていない・どこでもよいので分からない 22.8% 28.1% 







 よくある まあまあある あまりない ぜんぜんない 
a. 親は自分に勉強し
なさいと言う 15.5% 29.7% 35.4% 19.4% 
b. 親が手作りのお菓
子をつくってくれる 4.0% 15.8% 31.0% 49.2% 
c. 親はパチンコに行く
ことがある 4.4% 11.1% 9.8% 74.7% 
d. 家には、小説や図鑑
などがある 21.8% 33.5% 29.8% 14.9% 
e. 美術館や博物館に
いく 1.9% 9.8% 26.0% 64.2% 
f. 旅行にいく 12.2% 31.1% 32.8% 23.9% 
 
Q5-2． 続けてあなたの家族や親せきのことについてお聞きします。次の a～j のうち、当てはまるもの 1 つに
◯印をつけてください。 
 
 当てはまる 当てはまらない 分からない 
a. 父親は、県内の高校を卒業している 76.3% 14.3% 9.4% 
b. 父親が、高卒後に、県内の大学や短大、専
門学校を卒業している 
8.4% 72.0% 19.6% 
c. 父親が、高卒後に、宮城県の大学や短大、
専門学校を卒業している 
2.7% 79.8% 17.5% 
d. 父親が、高卒後に、東京や埼玉、千葉、神
奈川の大学や短大、専門学校を卒業している 
12.2% 69.8% 18.0% 
e. 母親は、県内の高校を卒業している 78.5% 15.3% 6.2% 
f. 母親が、高卒後に、県内の大学や短大、専
門学校を卒業している 
16.5% 66.9% 16.6% 
g. 母親が、高卒後に、宮城県の大学や短大、
専門学校を卒業している 
2.2% 82.9% 14.9% 
h. 母親が、高卒後に、東京や埼玉、千葉、神
奈川の大学や短大、専門学校を卒業している 
9.9% 74.5% 15.6% 
i. 親せき（おじさん、おばさん）が 
東京や埼玉、千葉、神奈川に住んでいる 
57.4% 28.2% 14.4% 
j. 兄や姉が、東京や埼玉、千葉、神奈川 
に住んでいる 







  Q6-1. あなたの進路や人生の選択に対する意識や態度についてお聞きします。次の a～f について、あなた
自身についてそれぞれ 5 段階で考えたときに、最もあてはまる箇所に○印を 1 つつけてください。 
 
 とてもそう思う 
a. 資格をもっていると就職に有利である 67.7% 24.7% 6.3% 0.6% 0.6% 
b. 大学に行くと就職に有利である 32.4% 27.3% 25.7% 9.7% 5.0% 
c. 自由な時間や家庭生活を充実させるより
もやりがいのもてる仕事がしたい 
20.4% 24.6% 38.9% 11.9% 4.2% 
d. 20 代で子どもをもちたい 25.3% 24.2% 29.4% 11.7% 9.4% 
e. 男性は外で働き、 
女性は家庭を守るべきである 
5.4% 9.6% 33.5% 26.7% 24.8% 
f. 親の面倒は子どもが見なければならない 16.4% 25.8% 33.6% 13.9% 10.3% 
 
 Q6-2.  次の a～g の能力について、あなた自身についてそれぞれ 5 段階で考えたときに、最もあてはま
る箇所に○印を 1 つつけてください。  
 
 とても自信がある 
a. 自分なりの考えや意見を表現する力 8.2% 29.6% 41.1% 17.1% 3.9% 
b. 他人と一緒に作業する力 18.6% 43.8% 27.8% 7.3% 2.5% 
c. イベントや行事を企画したり実行する力 10.9% 25.7% 37.6% 19.2% 6.6% 
d. 他人の考えや意見をまとめる力 7.2% 25.7% 42.6% 19.0% 5.6% 
e. 自分に必要な受験や就職、資格に 
必要な知識力 
5.2% 22.5% 48.2% 19.1% 4.9% 
f. 自分で計画をたてて学習する力 6.6% 17.4% 37.8% 26.4% 11.8% 
g. 本やインターネットから 
必要な情報を集める力 
19.0% 36.3% 33.6% 8.7% 2.4% 
 
Q6-3.  最後の質問です。次の a, b について、あなた自身についてそれぞれ 5 段階で考えたときに、最もあ





20.8% 40.4% 27.6% 7.6% 3.6% 
b. 将来どんな仕事につくのか、見通しを立
てている 
28.1% 35.1% 24.0% 8.4% 4.4% 
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ご協力ありがとうございました。 
最後に、進路について不安に思うことや、このアンケートの質問では書ききれなかったこと
があれば下の自由記述欄に書いてください。 
 
～自由記述欄～ 
 
 
 
 
